
（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

資本準備金

その他資本剰余金

その他利益剰余金

資本剰余金

そ の 他

建 設 仮 勘 定

7,519,068,472 

繰越利益剰余金

預 り 保 証 金

66,810 

5,298,184,348 

△ 4,573,337,427 

5,298,184,348 

資 本 金 100,000,000 

9,771,521,775 

6,871,521,775 

△ 4,573,337,427 

66,810 

資  産  合  計 7,519,068,472 負債・純資産合計

純資産合計

負 債 合 計

株 主 資 本

2,900,000,000 

前 受 運 賃

前 払 費 用

未収還付消費税等

未 収 収 益

賞 与 引 当 金 53,683,750 

133,626,708 

貯 蔵 品

投資その他の資産

預 り 金 7,688,968 

254,025,720 

2,099,000 

497,193,000 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 796,407 

19,800,900 

377,670 

4,788,343 

706,643,355 

未 払 費 用 8,198,233 

未 払 法 人 税 等 4,932,000 

未 払 金

科　　　目 金　　　額 科　　　目

（円） （円）

貸 借 対 照 表

（２０２６年３月３１日現在）

リ ー ス 債 務 157,270,453 

金　　　額

未 収 金 157,362,145 

流 動 資 産 3,497,653,930 流 動 負 債 1,178,742,124 

未 収 運 賃

1年以内返済予定の
長 期 借 入 金

76,000,000 
75,441,150 

現 金 及 び 預 金 2,984,761,337 

△ 4,573,337,427 

未収還付法人税等 1,096,665 

前 受 収 益 30,698,657 

2,447,144,200 

2,447,940,607 

1,042,142,000 固 定 負 債固 定 資 産 4,021,414,542 

2,220,884,124 

1,573,407,125 

退 職 給 付 引 当 金

預 り 敷 金

2,850,000 

軌道事業固定資産 長 期 借 入 金 540,000,000 

利益剰余金



（円） （円）

旅 客 運 輸 収 入

2,704,637,419

2,221,507,944

損 益 計 算 書

自　２０２５年４月 １ 日

至　２０２６年３月３１日

2,177,809,471

科　　　　目 金　　　　　　　　　　額

軌 道 事 業

営 業 収 益

運　輸　雑　収 526,827,948

営 業 費 2,221,507,944

84,780,000

経 常 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,609,755

50,108,427雑 収 入

特 別 利 益

537,166,574

483,129,475

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,538,427

軌道事業営業利益

57,646,854

3,609,755

620,883,039税引前当期純利益

補 助 金 収 入

固定資産除却損 1,063,535 1,063,535

84,780,000

特 別 損 失

当 期 純 利 益 615,951,039

法人税、住民税及び事業税 4,932,000



１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし、軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法を採用

しております。

無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法に

よっております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度末における残高はありません。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末

において発生している額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(5) 収益及び費用の計上基準

運輸収入に係る収益は、旅客運送によるものであり、旅客との運送契約に基づいて旅客を

運送するサービスを提供する履行義務を負っておりますが、当該履行義務は旅客運送の実施

時点において、旅客が当該サービスに対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認

識しております。なお、旅客運送のうち定期乗車券を使用する旅客は、旅客が当該サービス

を享受することができる期間に応じて、時の経過に従って収益を認識しております。

また、運輸雑収に係る収益は、北九州市所有施設の管理の受託によるものであり、同市との

「北九州都市モノレール小倉線軌道敷等維持修繕業務委託契約」に基づく履行義務を負って

おりますが、当該履行義務は、委託契約書に規定する四半期毎の履行報告により充足される

と判断しており、当該履行報告に従い収益を認識しております。

２　会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を検討した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を与える可能性のあるものは次のとおりです。

（繰延税金資産の回収可能性）

①当事業年度の計算書類に、繰延税金資産は計上しておりません。

②繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって

　見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響

　を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場

　合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性

　があります。

個別注記表

未収金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について



３　貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 有形固定資産

(3) 支配株主に対する金銭債権及び金銭債務

４　損益計算書に関する注記

(1) 営業費の合計及び内訳

営業費

運送営業費及び売上原価

軌道敷等維持修繕業務受託費用

(2) 支配株主との取引高

営業取引

営業取引以外の取引高

５　株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における発行済株式の数

６　税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、税務上の繰越欠損金、退職給付

引当金及び賞与引当金の否認等であります。

7　リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。

一 般管 理 費

減 価償 却 費 136,266,370円 

諸 税 84,398,426円 

営 業 収 益

営 業 費

雑 収 入 23,280,025円 

普通株式 270,388株

2,221,507,944円 

16,474,780,362円 

2,447,144,200円 

262,766,036円 

1,822,522円 

15,422,766円 

225,710,781円 

170,676,763円 

13,245,903円 

76,009,661円 

540,000,000円 

1,414,200,648円 

361,178,380円 

225,464,120円 

短期金銭債務

長期金銭債務

土 地 1,759,227,921円 

262,860,066円 

短期金銭債権 36,050,618円 

建 物

構 築 物

車 両

リ ース 資 産

そ の 他



８  金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

調達しております。借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

りであります。 （単位：円）

(1)現金及び預金

(2)未払金

(3)長期借入金（※1）

(4)リース債務（※2）

(※1)１年以内に期限が到来する１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(※2)１年以内に期限が到来するリース債務を含んでおります。
(注) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。

　　　　　　　　 より算定した時価
 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット
　　　　　　　 　を用いて算定した時価
 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

(1)現金及び預金、(2)未払金
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
 によっております。

(3)長期借入金
 長期借入金の時価は、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを返済期日までの
 期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２
 の時価に分類しております。

(4)リース債務
 リース債務の時価については、元利金の合計額を信用リスクを加味した利率で割り引いた
 現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

９　関連当事者との取引に関する注記
　親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）軌道敷等維持修繕業務受託収入及び長寿命化工事に係る監督管理等の事務費について

 は、項目ごとに市場の実勢価格等を勘案して価格交渉の上決定しております。
（注2）借入金利息については、契約により全額無利子となっております。
（注3）取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含んでおります。

 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、北九州市からの借入により資金を

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

貸借対照表計上額 時価 差額
2,984,761,337 2,984,761,337 0

706,643,355 706,643,355 0
616,000,000 592,353,661 △ 23,646,339 
157,270,453 152,479,546 △ 4,790,907 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

属性
会社等の

名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

支配
株主

北九州市
被所有
直接
100％

軌道敷等維持修
繕業務委託の契

約締結

軌道敷等維持修
繕業務受託収入

道路占用料契約等
道路占用料等

の支払

前受収益 9,661円

長寿命化工事に関
する協定の締結

長寿命化工事に
係る監督管理の

事務費等
27,194,844円

未収金

12,764,518円

上記関連
立替 0円 23,286,100円

258,171,217円

未払金 0円

資金の借入
利息の
支払 0円

1年以内返済予定の
短期借入金 76,000,000円

長期
借入金

540,000,000円

1,822,522円



１０　一株当たり情報に関する注記
(1) 一株当たり純資産額 19,594円75銭
(2) 一株当たり当期純利益金額 2,278円03銭

１１　重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

▲


